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凡　　　例

 1．本書は、三井住友銀行の発足から満 10年まで、すなわち 2001年 4月 1日から 2011年 4月 1日まで
を中心的な記述対象としたほか、それ以前の、バブル崩壊前後から合併に至るまでの経緯について
も記述した。

 2．巻末の資料は、2001年 4月 1日から 2011年 4月 1日までを原則とした。資料のうち、年表について
は、本文でバブル崩壊前後以降の金融史をまとめているため、1990年 1月 1日から 2011年 4月 1日
までとしたが、当行関連の事項は、合併時の経営首脳が旧行それぞれで就任した 1997年より前を簡
略的な掲載とした。

 3．表記は、内閣告示「常用漢字表」「現代仮名遣い」「送り仮名の付け方」「外来語の表記」と、それら
をもとに新聞用語懇談会が定めた基準に準拠している『最新用字用語ブック（第 6版）』（時事通信社）
に、原則として、基づいた。ただし、当行が組織名などの一部分で用いている表記が一般用語とし
て出てくる場合は、適宜、当行の表記にそろえた。また、海外の地名や会社名において、一部で現
地の表記を用いた。

 4．行内の用語は、合併前の旧行によって異なる例があったが、組織名や商品・サービス名などを除いて、
三井住友銀行における用語に統一して記述した。

 5．個人の氏名と役職、法人の名称などは記載当時のものを用い、必要に応じて、その後の名称などを
補記した。個人の敬称は省略した。法人の名称は、株式会社を原則として略し、また、法人の略称
として慣用されているものがあれば、適宜、用いた。

 6．年の表記は、西暦を用いた。和暦については、節ごとに、最初に年表記が登場する箇所に併記した
ほか、これと異なる元号となる年にも、原則として、補った。なお、引用の中で和暦が用いられて
いる場合は、そのまま記述した。

 7．「　」は、原則として、訓示などの引用、句の範囲指定、資料の表題、通称や造語の表示に使用した。
なお、一部の商品・サービス名や行内用語について、誤読の回避や読みやすさの観点から、使用し
た場合がある。

 8．『　』は、書籍・冊子の名称に用いたほか、「　」を二重に利用する場合に使用した。

 9．“　”は、強調したい語句に使用した。

10．本文中の図表には、利用した資料を記載しているが、当行の資料だけを利用して作成している場合
には、記載を省略した。図表の計数は、原則として、四捨五入しているが、一部の項目で表示単位
未満を切り捨てている場合があり、注に表記した。図表において切り捨てで表示している項目は、
本文の表記でも同様であるが、本文では注記を略した。
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